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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 5,956 3.4 483 112.8 391 220.6 236 89.8
22年3月期 5,761 △9.6 227 15.7 122 53.1 124 777.3

（注）包括利益 23年3月期 221百万円 （―％） 22年3月期 156百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 29.42 ― 16.2 9.8 8.1
22年3月期 15.50 ― 9.8 1.4 3.1

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 10,538 1,570 14.9 195.68
22年3月期 8,725 1,349 15.5 168.11

（参考） 自己資本   23年3月期  1,570百万円 22年3月期  1,349百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 864 △1,342 1,039 1,567
22年3月期 784 △65 △511 1,010

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,600 △9.3 120 △46.9 80 △61.5 60 △63.0 7.48
通期 5,500 △7.7 300 △37.9 200 △48.8 150 △36.4 18.68



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 8,038,100 株 22年3月期 8,038,100 株
② 期末自己株式数 23年3月期 11,947 株 22年3月期 11,947 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 8,026,153 株 22年3月期 8,026,285 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 4,809 3.8 322 17.9 214 △1.7 170 △16.2
22年3月期 4,791 △8.5 273 14.1 218 53.6 203 110.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 21.23 ―
22年3月期 25.34 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 9,113 1,139 12.5 142.02
22年3月期 7,315 968 13.2 120.71

（参考） 自己資本 23年3月期  1,139百万円 22年3月期  968百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続きが実施中でありま
す。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の業績予想は、現在入手可能な情報により当社が合理的に判断した予想であり、実際の業績は様々な要因により変動いたしますのでご承知おき下さ 
い。予想前提条件その他の関連する事項については、２ページ「１．経営成績 (1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,200 ― 50 ― 30 ― 3.73
通期 4,500 ― 150 ― 100 ― 12.46
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当連結会計年度におけるわが国経済は、前期後半からの全世界的かつ深刻な景気後退に一部の企業部門で持ち

直しの兆しが見られましたが、平成23年3月11日に発生した、東日本大震災の影響により、急激に先行き不透明な

状況となりました。 

このような経済環境の中で当社グループは駐車場機器及び電子機器部品の開発・販売に加え、新たな商材とし

て施設園芸ハウス向けヒートポンプ空調を始めとした農事用商品の販売を開始し、売上及び利益の向上に努めて

まいりました。  当社の主力事業である駐車場関連及び電子機器部品事業は概ね堅調に推移し、連結子会社（EPE

（Thailand)CO.,LTD)が好調であったため、当連結会計年度の売上高は59億5,653万円（前年度比3.4%増）となり

ました。損益面につきましては、生産の効率化や経費削減等、原価低減を積極的に推進した結果、営業利益は４

億8,317万円（前年度比112.8%増）、経常利益は３億9,197万円（前年度比220.6%増）当期純利益は２億3,610万円

（前年度比89.8%増）と増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（駐車場関連事業） 

「駐車場運営事業」につきましては、直営駐車場の収益向上に努めました。結果売上高は17億5,912万円とな

り、営業利益は2億1,606万円となりました。「駐車場機器事業」につきましては、バーゲート式全自動パーキン

グシステム“とめタロー”とロック板式集中精算管理システム“ＴＰＣ-ＭＰ200”を中心に拡販を図り、また、

車両等の入退出認証システムの開発・販売を推進しました。その結果、売上高は15億8,192万円となり、営業利益

は2億6,313万円となりました。 

（電子機器部品事業） 

「電子機器部品事業」の電子機器につきましては、ＬＣＤモニタの販売、電子部品につきましては、カスタム

品コネクタの販売、各種プレス部品につきましては、デジカメ・携帯電話・ＨＤＤ用部品、自動車用部品の拡販

を図りました。その結果、売上高は22億1,057万円となり、原価低減（粗利率改善）等を積極的に推進しました結

果、営業利益は4億2,841万円となりました。 

（不動産賃貸業） 

「不動産賃貸事業」におきましては、平成22年10月に賃貸業の収益力を図る目的で購入いたしましたＫＭＭビ

ルの不動産取得税等初期費用が1億1,484万円発生した結果、売上高は2億960万円、営業損失は3,711万円となりま

した。 

   （その他） 

 その他（アグリ事業）は、ハウス栽培用ヒートポンプ空調等の農事用商品の拡販を推進しした

が、売上高は１億9,530万円となり、営業損失は5,723万円となりました。 

次期の見通しにつきましては、引き続き収益環境は厳しいものと予想されます。 

当社グル－プは、営業力を強化し、新規商材のハウス栽培用ヒートポンプ空調器を始め、新規商材の

拡販を強力に推し進めてまいります。また駐車場関連事業と電子機器部品事業も、引き続き原価低減

（粗利率改善）等を積極的に推進いたします。 

 通期の業績予想といたしましては、連結売上高55億円、連結経常利益2億円,連結当期利益1億5,000

万円を見込んでおります。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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①資産、負債及び純資産の状況   

（イ）資産 

 当連結会計年度末の資産合計は、10億5,383万円（前連結会計年度比18億1,311万円増）となりまし

た。 

流動資産につきましては、たな卸資産が減少したものの、現金及び預金並びに受取手形及び売掛金

が増加したこと等により、33億7,549万円（前連結会計年度比2億6,321万円増）となりました。 

固定資産につきましては、ＫＭＭビルを取得した結果、建物及び構築物並びに土地が増加し71億

6,285万円（前連結会計年度比15億4,990万円増）となりました。 

（ロ）負債  

 当連結会計年度末の負債合計は、89億6,776万円（前連結会計年度比15億9,178万円増）となりまし

た。 

流動負債につきましては、短期借入金が減少したものの、支払手形及び買掛金並びに流動負債その

他等が増加した結果、36億8,880万円（前連結会計年度比1億873万円増）となりました。 

固定負債につきましては、長期借入金及び固定負債その他等が増加したことなどにより、52億

7,895万円（前連結会計年度比14億2,982万円増）となりました。 

（ハ）純資産  

 当連結会計年度末の純資産合計は、18億1,311万円（前連結会計年度比2億2,132万円増）となりまし

た。当期純利益の計上により利益剰余金が増加したこと等によるものであります。  

②キャッシュ・フローの状況  

 当連結会計年度における連結ベ－スの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動

で8億6,461万円増加し、投資活動で13億4,290万円減少、財務活動により10億3,905万円増加した結

果、前連結会計年度末に比べ、5億5,665万円増加し、15億6,724万円となりました。   

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロ－ 

 営業活動の結果、増加した資金は、8億6,461万円となりました。  

これは、増加要因として減価償却費2億4,490万円、たな卸資産の減少額1億2,080万円、仕入債務の増

加額1億4,396万円等によるものであります。    

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロ－ 

 投資活動の結果、支出した資金は、13億4,290万円となりました。 

 これは、主に定期預金の純減少額4億1,188万円があったものの、有形固定資産の取得により19億

2,849万円支出したことによるものであります。  

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロ－  

 財務活動の結果、増加した資金は、10億3,905万円となりました。 

 これは、主に長期借入金の純増加額13億7,001万円と、短期借入金の純減少額3億9,114万円によるも

のであります。 

(2) 財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
  

※自己資本比率：自己資本／総資産  

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

  営業キャッシュ・フロー 対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

１.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。  

２.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。  

３.キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て

の負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

払額を使用しております。  

  

平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率(%) 12.8 15.5 14.9

時価ベースの自己資本比率
(%)

5.7 10.5 8.9

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(%)

2,369.7 687.1 75,867.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍）

1.9 6.4 0.075
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 当社では株主に対する配当につきましては、最重要施策のひとつとして認識しておりますが、基本

的には収益の状況に対応して決定すべきものと考えております。  

 当期の期末配当につきましては、累損が解消されていないことから、誠に遺憾ながら無配とさせてい

ただきます。また、次期の配当につきましても、無配を予定しております。  

 一刻も早く累損を解消し復配を目指す所存であります。 

  

  

該当事項はありません。  

  

（２）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（５）継続企業の前提に関する重要事象等
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「礼節」、「情熱」、「忠実」のコーポレートステーツメントのもと；  

・ お客様の成り立つ環境の提供、社会への貢献。  

・ 倫理・法規の遵守。 

・ 市況の変化に強い企業体質の構築。  

以上を経営の基本方針としております。  

・ 売上高経常利益率 ；５％以上  

 ・ 財務体質の強化  ；累損解消、借入金半減 

＜共通戦略＞  

・ 新事業・新商材の販売促進（ハウス栽培用ヒートポンプ空調器 等） 

・ 収益体質の強化（経営基盤の強化）<個別原価管理の更なる徹底・在庫削減・業務改革・有利

子負債圧縮>  

・ 販売力の向上、市況に強い企業体質の構築  

・ IT化の推進と活用、IRの充実  

＜パーキング事業戦略＞  

・ 収益性の向上（直営の収益向上・在庫圧縮・生産体制の改善）  

・ コ－ルセンタ－による販路拡大  

・ 新規事業との連携による販路拡大戦略の実行  

・ メンテナンス部門強化による企業の信頼性、品質向上  

・ 営業効率・製造効率・業務効率の改善 

＜電子機器事業戦略＞  

・ 原価低減（セル生産確立による生産効率改善、資材費低減）  

・ ＬＣＤモニタ選択と集中による収益改善  

・ 在庫削減  

・ 新規事業への順次転換を図る  

＜電子精密部品事業戦略＞  

・ 営業拡販体制・拡販戦略の実行  

・ 新規事業との連携による販路拡大戦略の実行  

・ 収益体質の強化（在庫削減、個別原価管理の徹底、EPE(Thailand)Co.,LTD.への生産移管）  

・ 品質向上（重大不具合の撲滅、設計管理及び外注指導の徹底）  

以上、有効性と効率性を重視し、各事業部門が確実に成果を出せるよう努めてまいります。  

  

３．経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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今後の見通しといたしましては、景気の先行きに不透明感があり、収益環境は依然予断をゆるさない

状況が続くものと思われます。 

 その様な状況の中で当社グル－プは、ハウス栽培用ヒートポンプ空調器を始め、新規商材を立上げ、

販売推進部を設置し拡販を強力に推し進めてまいります。駐車場関連事業と電子機器部品事業とともに

当社の主力事業に育て上げるべく邁進する所存であります。 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,637,840 1,782,606

受取手形及び売掛金 615,810 885,390

商品及び製品 192,269 149,724

仕掛品 197,078 141,113

原材料及び貯蔵品 182,704 168,110

繰延税金資産 79,412 49,995

その他 220,373 211,409

貸倒引当金 △13,213 △12,859

流動資産合計 3,112,276 3,375,492

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,509,344 2,229,309

機械装置及び運搬具（純額） 395,468 322,218

工具、器具及び備品（純額） 274,974 239,064

土地 2,810,291 3,809,231

リース資産（純額） 64,314 50,022

建設仮勘定 4,683 1,084

有形固定資産合計 5,059,076 6,650,931

無形固定資産

のれん 295,540 266,821

その他 15,524 15,851

無形固定資産合計 311,064 282,673

投資その他の資産

投資有価証券 45,699 47,306

繰延税金資産 － 9,795

その他 275,617 184,006

貸倒引当金 △78,509 △11,859

投資その他の資産合計 242,808 229,248

固定資産合計 5,612,949 7,162,852

資産合計 8,725,225 10,538,344
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 335,088 478,298

1年内償還予定の社債 80,000 100,000

短期借入金 1,822,910 1,430,500

1年内返済予定の長期借入金 927,430 1,004,217

リース債務 47,156 29,567

未払金 45,368 －

未払法人税等 10,721 34,619

繰延税金負債 － 6,135

賞与引当金 7,173 4,173

製品保証引当金 2,550 1,270

その他 248,443 600,024

流動負債合計 3,526,840 3,688,804

固定負債

社債 110,000 200,000

長期借入金 1,991,953 3,285,178

リース債務 67,551 37,516

繰延税金負債 84,825 89,746

退職給付引当金 39,268 36,961

役員退職慰労引当金 342,530 347,296

受入保証金 422,344 539,726

長期未払金 21,269 －

未払退職金 447,809 410,653

再評価に係る繰延税金負債 317,565 316,718

その他 4,015 15,159

固定負債合計 3,849,132 5,278,957

負債合計 7,375,973 8,967,762

純資産の部

株主資本

資本金 1,052,850 1,052,850

資本剰余金 236,436 236,436

利益剰余金 △362,840 △125,505

自己株式 △3,498 △3,498

株主資本合計 922,947 1,160,282

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △3,485 △4,338

土地再評価差額金 462,885 461,650

為替換算調整勘定 △33,103 △47,023

その他の包括利益累計額合計 426,296 410,289

少数株主持分 9 10

純資産合計 1,349,252 1,570,581

負債純資産合計 8,725,225 10,538,344
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 5,761,011 5,956,532

売上原価 4,435,599 4,280,564

売上総利益 1,325,412 1,675,968

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 35,893 37,418

広告宣伝費 13,530 10,278

貸倒引当金繰入額 57,296 －

役員報酬 125,285 117,510

給料 360,789 312,050

賞与引当金繰入額 7,173 3,647

退職給付費用 10,271 10,308

役員退職慰労引当金繰入額 2,461 4,766

福利厚生費 65,194 －

減価償却費 32,652 21,426

租税公課 49,258 164,834

支払手数料 38,755 118,277

研究開発費 61,774 －

のれん償却額 28,718 28,718

その他 209,339 363,557

販売費及び一般管理費合計 1,098,396 1,192,795

営業利益 227,015 483,173

営業外収益

受取利息 2,176 －

受取配当金 638 －

受取手数料 1,128 －

作業くず売却益 16,677 36,797

その他 10,663 13,755

営業外収益合計 31,285 50,553

営業外費用

支払利息 122,660 115,459

為替差損 4,041 －

租税公課 － 14,610

その他 9,348 11,679

営業外費用合計 136,050 141,749

経常利益 122,250 391,976
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 － 5,068

貸倒引当金戻入額 － 4,498

役員退職慰労引当金戻入額 18,316 －

特別利益合計 18,316 9,567

特別損失

固定資産除売却損 19,316 20,011

減損損失 3,446 53,261

過年度損益修正損 1,925 －

特別損失合計 24,688 73,272

税金等調整前当期純利益 115,877 328,271

法人税、住民税及び事業税 13,774 54,279

過年度法人税等 － 6,228

法人税等調整額 △22,278 31,661

法人税等合計 △8,504 92,169

少数株主損益調整前当期純利益 － 236,101

少数株主利益 0 1

当期純利益 124,381 236,100
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  【連結包括利益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 236,101

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △852

為替換算調整勘定 － △13,919

その他の包括利益合計 － △14,772

包括利益 － 221,329

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 221,328

少数株主に係る包括利益 － 1
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,052,850 1,052,850

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,052,850 1,052,850

資本剰余金

前期末残高 236,436 236,436

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 236,436 236,436

利益剰余金

前期末残高 △487,222 △362,840

当期変動額

当期純利益 124,381 236,100

土地再評価差額金の取崩 － 1,234

当期変動額合計 124,381 237,335

当期末残高 △362,840 △125,505

自己株式

前期末残高 △3,453 △3,498

当期変動額

自己株式の取得 △45 －

当期変動額合計 △45 －

当期末残高 △3,498 △3,498

株主資本合計

前期末残高 798,610 922,947

当期変動額

当期純利益 124,381 236,100

土地再評価差額金の取崩 － 1,234

自己株式の取得 △45 －

当期変動額合計 124,336 237,335

当期末残高 922,947 1,160,282
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △6,932 △3,485

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

3,447 △852

当期変動額合計 3,447 △852

当期末残高 △3,485 △4,338

土地再評価差額金

前期末残高 462,885 462,885

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △1,234

当期変動額合計 － △1,234

当期末残高 462,885 461,650

為替換算調整勘定

前期末残高 △62,090 △33,103

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

28,986 △13,919

当期変動額合計 28,986 △13,919

当期末残高 △33,103 △47,023

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 393,861 426,296

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

32,434 △16,007

当期変動額合計 32,434 △16,007

当期末残高 426,296 410,289

少数株主持分

前期末残高 9 9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 1

当期変動額合計 △0 1

当期末残高 9 10

純資産合計

前期末残高 1,192,482 1,349,252

当期変動額

当期純利益 124,381 236,100

土地再評価差額金の取崩 － 1,234

自己株式の取得 △45 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 32,434 △16,006

当期変動額合計 156,770 221,329

当期末残高 1,349,252 1,570,581
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 115,877 328,271

減価償却費 249,929 244,905

減損損失 3,446 53,261

のれん償却額 28,718 28,718

貸倒引当金の増減額（△は減少） 59,955 △67,003

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,210 △3,000

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,300 △1,280

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,029 △2,307

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △15,854 4,766

未払人件費の増減額（△は減少） △43,709 △41,378

受取利息及び受取配当金 △2,815 △1,471

支払利息 122,660 115,418

固定資産売却損益（△は益） 19,316 14,942

売上債権の増減額（△は増加） 213,143 △272,108

たな卸資産の増減額（△は増加） 238,234 120,803

未収消費税等の増減額（△は増加） 948 △21,079

仕入債務の増減額（△は減少） △69,806 143,962

未払消費税等の増減額（△は減少） △17,495 △7,603

長期受入保証金の増減額（△は減少） － 117,382

未払費用の増減額（△は減少） － 132,735

その他 19,785 112,288

小計 919,217 1,000,221

利息及び配当金の受取額 2,792 1,471

利息の支払額 △125,314 △114,114

法人税等の支払額 △15,600 △33,270

法人税等の還付額 3,893 10,312

営業活動によるキャッシュ・フロー 784,989 864,619

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 957,884 724,253

定期預金の預入による支出 △810,174 △312,365

有形固定資産の売却による収入 3,662 180,608

有形固定資産の取得による支出 △213,688 △1,928,490

無形固定資産の取得による支出 △96 △3,088

投資有価証券の取得による支出 △3,772 △3,870

短期貸付金の回収による収入 690 －

短期貸付けによる支出 △270 －

保険積立金の積立による支出 △42 －

その他 △16 48

投資活動によるキャッシュ・フロー △65,822 △1,342,904
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △468,014 △391,141

長期借入れによる収入 1,250,000 2,650,000

長期借入金の返済による支出 △1,218,146 △1,279,988

社債の発行による収入 100,000 200,000

社債の償還による支出 △130,000 △90,000

自己株式の取得による支出 △45 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △45,058 △49,811

財務活動によるキャッシュ・フロー △511,263 1,039,059

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,767 △4,120

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 217,670 556,653

現金及び現金同等物の期首残高 792,917 1,010,587

現金及び現金同等物の期末残高 1,010,587 1,567,240
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該当事項はありません。 

（５）継続企業の前提に関する注記
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（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社３社のうち、ＥＰＥ㈱、Ｅ

ＰＥ(Thailand)Co.,LTD.の２社を連

結の範囲に含め、㈱テクノスサンキ

ューを連結の範囲から除外しており

ます。

同左

非連結子会社は小規模会社であり、

全体として、総資産、売上高、当期純

損益の持分相当額、利益剰余金の持分

相当額等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

２ 持分法の適用に関する事

項

非連結子会社である㈱テクノスサン

キューは小規模会社であり、全体とし

て、当期純損益の持分相当額、利益剰

余金の持分相当額等は、連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため、

持分法を適用しておりません。

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連 結 子 会 社 の う ち、Ｅ Ｐ Ｅ

(Thailand)Co.,LTD.の決算日は12月31

日であるため、連結財務諸表の作成に

当たっては、同社の決算日現在の財務

諸表を使用しております。

ただし、1月1日から連結決算日3月

31日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行っ

ております。

連 結 子 会 社 の う ち、Ｅ Ｐ Ｅ

(Thailand)Co.,LTD.の決算日は12月31

日であります。連結財務諸表の作成に

当たっては、同社の決算日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (イ)有価証券の評価基準及び評価方

法

   その他有価証券

    時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (イ)有価証券の評価基準及び評価方

法

   その他有価証券

    時価のあるもの

同左

    時価のないもの

移動平均法による原価法

    時価のないもの

       同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 (ロ)たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

 評価基準は、原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方

法）によっております。

   

   製品・仕掛品

    駐車場関連

主として個別法

 (ロ)たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

  

  

 

   

   製品・仕掛品

    駐車場関連

    

電子機器

主として個別法

電子機器

    電子部品

主として総平均法

    電子部品

   原材料

    駐車場関連

主として最終仕入原価法

   原材料

    駐車場関連

電子機器

主として移動平均法

電子機器

    電子部品

主として移動平均法

    電子部品

   貯蔵品

最終仕入原価法

   貯蔵品

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 (イ)有形固定資産(リース資産を除 

          く）

定率法によっております。

   ただし、当社及び国内連結子会

社で平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備は除く）

並びに当社の東京本社構築物につ

いては、定額法によっておりま

す。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

   建物及び構築物……３年～39年

   機械装置及び運搬具２年～17年

   工具、器具及び備品２年～20年

また、在外連結子会社は、当該

国の会計基準に基づく定額法を採

用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 (イ)有形固定資産(リース資産を除 

          く）

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

   (ロ)無形固定資産（リース 

                   資産を除く） 

 定額法または均等償却法によって

おります。

 なお、主な耐用年数または償却期

間は以下のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用目的） 

                  ……５年

のれん……………………20年
  (ハ)リース資産

所有権移転ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

 自己所有の固定資産に適用する

減価償却方法と同一の方法を採用

しております。

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとして算定する定額

法によっております。

   (ロ)無形固定資産（リース 

                   資産を除く） 

同左

  

 

 

 

 

 
 (ハ)リース資産
所有権移転ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

 同左 

  

 

 

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

 同左

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前

のものについては、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等の

特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

  

  

 

  

 

 

(3) 重要な引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

 同左

 (ロ)賞与引当金

連結子会社において、従業員の

賞与の支給に充てるため、当連結

会計年度の負担すべき支給見込額

を計上しております。

 (ロ)賞与引当金

 同左

 (ハ)製品保証引当金

   販売済製品の補修の費用等に充

てるため、過去の実績を勘案し、

将来の発生見込額を計上しており

ます。

 (ハ)製品保証引当金

 同左

(ニ)退職給付引当金

連結子会社において、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上してお

ります。なお、退職給付債務の算

定は簡便法によっております。

(ニ)退職給付引当金

 同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(ホ)役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社におい

て、役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上しており

ます。

(ホ)役員退職慰労引当金

   同左

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成に当た

って採用した重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

  なお、在外子会社の資産及び負債

は、在外子会社の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定に含めておりま

す。

(4) 連結財務諸表の作成の基礎とな

った連結会社の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資産

及び負債の本邦通貨への換算基準

  同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

  ヘッジ会計の要件を満たしてお

り、かつ、想定元本、利息の受払条

件及び契約期間がヘッジ対象負債と

同一である金利スワップ取引につい

ては、特例処理を採用しておりま

す。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ―

 (イ)ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段…金利スワップ

   ヘッジ対象…借入金利息

 

   

   

 (ロ)ヘッジ方針

   借入金に係る将来の金利変動に

よるリスクを回避するために行っ

ており、リスクヘッジ目的以外の

取引は行わない方針であります。

  

 (ハ)ヘッジの有効性評価の方法

   金利スワップの特例処理の要件

に該当するため、その判定をもっ

て有効性の判定に代えておりま

す。

         ―

         

         ―

 

  

(6) のれんの償却方法及び償却期間

 20年の均等償却を行っております。

 (7)連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 (イ)消費税等の会計処理の方法

 税抜方式によっております。

 (ロ)連結納税制度の適用

   連結納税制度を適用しておりま

す。

(8) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 (イ)消費税等の会計処理の方法

     同左

 (ロ)連結納税制度の適用

       同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 (イ)消費税等の会計処理の方法

   税抜方式によっております。

 (ロ)連結納税制度の適用

   連結納税制度を適用しておりま

す。

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 (イ)消費税等の会計処理の方法

   同左

 (ロ)連結納税制度の適用

   同左

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項

連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用

しております。

       ―

６ のれん及び負ののれん

の償却に関する事項

のれん及び負ののれんの償却につ

いては、20年間の均等償却を行って

おります。

 

―  

７ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

 

―
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

           ―――― （資産除去債務に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用しお

ります。 

 なお、これによる損益への影響はありません。
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表示方法の変更 

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

            ―――― （連結貸借対照表）  

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「未払

金」は、明瞭表示のため流動負債の「その他」に含め

て表示しております。なお、当連結会計年度の「その

他」に含めた金額は49,399千円であります。 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「長期

未払金」は、明瞭表示のため固定負債の「その他」に

含めて表示しております。なお、当連結会計年度の

「その他」に含めた金額は12,291千円であります。 

  

 （連結損益計算書関係） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に

基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令」 を適用し、

「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示して

おります。 

  

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「福利

厚生費」及び「研究開発費」は明瞭表示のため販売費

及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりま

す。なお、当連結会計年度の「その他」に含めた金額

は、「福利厚生費」59,302千円及び「研究開発費」

26,381千円であります。 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受取

利息」及び「受取配当金」、「受取手数料」は、明瞭

表示のため営業外収益の「その他」に含めて表示して

おります。なお、当連結会計年度の「その他」に含め

た金額は、「受取利息」705千円及び「受取配当金」

766千円、「受取手数料」2,910千円であります。 

 

（連結キャッシュ・フロ－計算書関係） 

 前連結会計年度まで「営業活動によるキャッシュ・

フロ－」の「その他」に含めていた「未払費用の増減

額（△は減少）」及び「長期受入保証金の増減額（△

は減少）」は、金額的重要性が増したため、当連結会

計年度では区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の「その他」に含まれている金額は、「未払費用

の増減額（△は減少）」△4,597千円及び「長期受入保

証金の増減額（△は減少）」△36,472千円でありま

す。 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「投資

活動によるキャッシュ・フロ－」の「短期貸付金の回

収による収入」及び「短期貸付けによる支出」、「保

険積立金の積立による支出」は、明瞭表示のため「そ

の他」に含めて表示しております。なお、当連結会計

年度の「その他」に含まれる金額は「短期貸付金の回

収による収入」226千円及び「短期貸付けによる支出」

△125千円、「保険積立金の積立による支出」△52千円

であります。
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追加情報

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

             ――――――――    

 

  

 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 駐車場関連事業 ……駐車場管理機械等 

(2) 電子機器部品事業……放送用・医療用モニタテレビ、電算機用CRTディスプレイ、ソケット、コネクタ、

電源ユニット、システム機器等 

(3) 賃貸業     ……建物、土地の賃貸等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(397,725千円)の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,801,563千円)の主なものは、親会社での余資運用資

金(現金及び投資有価証券)等及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

(セグメント情報等)

a.事業の種類別セグメント情報

駐車場関連 
事業 
(千円)

電子機器部品
事業 
(千円)

賃貸業
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

3,425,523 2,221,725 113,762 5,761,011 - 5,761,011

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

- - - - - -

計 3,425,523 2,221,725 113,762 5,761,011 - 5,761,011

  営業費用 2,947,830 2,123,908 64,531 5,136,270 397,725 5,533,996

  営業利益 477,693 97,816 49,231 624,741 (397,725) 227,015

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

  資産 2,455,311 3,447,417 1,020,933 6,923,662 1,801,563 8,725,225

  減価償却費 92,517 101,549 39,326 233,392 16,536 249,929

  減損損失 - 3,446 - 3,446 - 3,446

  資本的支出 81,479 126,754 - 208,234 - 208,234
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注)  １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア    …… タイ 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（397,725千円）の主なものは、親会

社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,801,563千円）の主なものは、親会社での余

資運用資金(現金及び投資有価証券)等及び管理部門に係る資産等であります。 
  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア    ……タイ、中国、ベトナム 

(2)その他の地域  ……ポルトガル、アメリカ、ドイツ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

b.所在地別セグメント情報

日本 
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

5,287,790 473,221 5,761,011 - 5,761,011

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

155,356 100,756 256,112 (256,112) -

計 5,443,146 573,977 6,017,124 (256,112) 5,761,011

  営業費用 4,803,425 572,439 5,375,865 158,130 5,533,996

  営業利益 639,721 1,538 641,259 (414,243) 227,015

Ⅱ 資産 6,381,146 458,837 6,839,984 1,885,241 8,725,225

c.海外売上高

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 621,817 14,007 635,824

Ⅱ 連結売上高(千円) －                － 5,761,011

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

             10.8               0.2               11.0
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  d.セグメント情報 

  当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

１  報告セグメントの概要 

当社の事業は、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「駐車場運営事業」、「駐車場機

器事業」、「電子機器部品事業」及び「不動産賃貸事業」の４つを報告セグメントとしております。 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分を決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。 

 「駐車場運営事業」は、時間貸駐車場等の管理運営を行っております。「駐車場機器事業」は、駐車場

に設置されるコインパーキング装置等を製造販売しております。「電子機器部品事業」は、放送用・医療

用モニタテレビ、電算機用CRTディスプレイ、ソケット、コネクタ等を製造販売しております。「不動産

賃貸事業」は、商業施設及びオフィスビルの賃貸業を行っております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。 

  

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

  当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）  

 
 （注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アグリ事業等を含んでおります。 

  

(単位：千円)

報告セグメント
その他 
（注）

合計
駐車場運営 
事業

駐車場機器
事業

電子機器部
品事業

不動産賃貸
事業

計

売上高

 外部顧客への売上高 1,759,122 1,581,927 2,210,573 209,603 5,761,227 195,305 5,956,532

セグメント間の内部売上
高又は振替高

- - - - - - -

計 1,759,122 1,581,927 2,210,573 209,603 5,761,227 195,305 5,956,532

セグメント利益 
又は損失（△）

216,062 263,313 428,173 △37,119 870,429 △57,230 813,199

セグメント資産 1,425,744 809,159 2,841,179 2,311,750 7,387,832 147,484 7,535,317

その他の項目

減価償却費 78,552 5,376 75,014 50,192 209,136 19,892 229,029

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

557,559 - 41,018 1,338,673 1,937,252 - 1,937,252
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４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

 
  

 
 (注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

 
(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない親会社での余資運用資金（現金及び預金)、長期投資資金（投資

有価証券）等及び管理部門に係る資産等であります。 

  

 
 (注) 減価償却費の調整額は、管理部門に係る減価償却費であります。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

(単位：千円)

売上高 金額

報告セグメント計 5,761,227

「その他」の区分の売上高 195,305

連結財務諸表の売上高 5,956,532

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 870,429

「その他」の区分の利益又は損失（△） △57,230

全社費用（注） △330,026

連結財務諸表の営業利益 483,173

(単位：千円)

資産 金額

報告セグメント計 7,387,832

「その他」の区分の資産 147,484

全社資産（注） 3,003,027

連結財務諸表の資産合計 10,538,344

(単位：千円)

その他の項目
報告セグメン
ト計

その他 調整額（注）
連結財務諸表
計上額

減価償却費 209,136 19,892 15,721 244,751

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 1,937,252 - - 1,937,252
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(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
２. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失 

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 
１株当たり純資産額 168.11円 １株当たり純資産額 195.68円

 
１株当たり当期純利益 15.50円 １株当たり当期純利益 29.42円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

当連結会計年度末
(平成23年３月31日)

連結貸借対照表上の純資産の部の合計額(千円) 1,349,252 1,570,592

普通株式に係る純資産額(千円) 1,349,243 1,570,581

差額の主な内訳（千円） 

少数株主持分
9 10

普通株式の発行済株式数(株) 8,038,100 8,038,100

普通株式の自己株式数(株) 11,947 11,947

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数(株)
8,026,153 8,026,153

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 124,381 236,100

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 124,381 236,100

普通株式の期中平均株式数(株) 8,026,285 8,026,153
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

   (開示の省略) 

前連結会計連結貸借対照表関係、連結損益計算書関係、連結包括利益計算書関係、連結株主資本等変動計

算書関係、連結キャッシュ・フロ－計算書関係に関する注記事項等、リ－ス取引関係、関連当時者との取

引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバディブ取引、退職給付、ストック・オプション等、企業結合

等、賃貸等不動産に関する注記事項につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えら

れるため開示を省略しております。 

  

  

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,519,024 1,537,004

受取手形 9,930 118,645

売掛金 430,520 596,751

商品及び製品 188,416 142,217

仕掛品 134,755 79,140

原材料及び貯蔵品 140,393 118,578

前渡金 1,963 2,772

前払費用 153,253 141,607

繰延税金資産 60,094 49,571

未収入金 49,042 －

その他 2,193 64,283

貸倒引当金 △12,610 △12,223

流動資産合計 2,676,975 2,838,349

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,200,195 1,950,650

構築物（純額） 91,923 83,280

機械及び装置（純額） 153,348 121,054

車両運搬具（純額） 1,007 774

工具、器具及び備品（純額） 258,935 229,104

土地 2,287,604 3,287,508

リース資産（純額） 64,314 50,022

有形固定資産合計 4,057,328 5,722,395

無形固定資産

のれん 32,772 30,657

ソフトウエア 4,979 3,575

電話加入権 7,821 －

その他 － 7,821

無形固定資産合計 45,572 42,055

投資その他の資産

投資有価証券 14,210 14,465

関係会社株式 329,994 329,994

破産更生債権等 2,007 1,919

長期前払費用 1,200 800

差入保証金 186,684 162,431

その他 13,018 13,071

貸倒引当金 △11,747 △11,859

投資その他の資産合計 535,367 510,822

固定資産合計 4,638,268 6,275,272

資産合計 7,315,243 9,113,622
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 112,768 253,325

買掛金 174,942 174,780

1年内償還予定の社債 80,000 100,000

短期借入金 1,209,200 1,009,200

1年内返済予定の長期借入金 881,342 922,893

リース債務 15,006 15,006

未払金 51,307 48,366

未払費用 35,860 155,206

未払法人税等 8,643 8,176

未払消費税等 2,093 －

前受金 15,731 30,733

預り金 127,883 297,654

製品保証引当金 2,550 1,270

その他 47,269 44,090

流動負債合計 2,764,596 3,060,703

固定負債

社債 110,000 200,000

長期借入金 1,884,077 3,068,670

リース債務 52,523 37,516

受入保証金 422,344 539,726

長期未払金 13,569 －

未払退職金 447,809 410,653

繰延税金負債 1,587 814

役員退職慰労引当金 328,310 330,280

再評価に係る繰延税金負債 317,565 316,718

その他 4,015 8,659

固定負債合計 3,581,801 4,913,040

負債合計 6,346,398 7,973,744
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,052,850 1,052,850

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △543,970 △372,311

利益剰余金合計 △543,970 △372,311

自己株式 △3,498 △3,498

株主資本合計 505,380 677,040

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 580 1,187

土地再評価差額金 462,885 461,650

評価・換算差額等合計 463,465 462,838

純資産合計 968,845 1,139,878

負債純資産合計 7,315,243 9,113,622
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  ②【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 4,791,547 4,809,550

売上原価 3,655,625 3,540,018

売上総利益 1,135,922 1,269,532

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 20,046 21,823

広告宣伝費 13,323 8,588

貸倒引当金繰入額 3,563 4,910

役員報酬 105,658 104,226

給料 279,986 236,458

退職給付費用 7,188 5,593

役員退職慰労引当金繰入額 1,110 1,970

福利厚生費 53,708 50,563

減価償却費 27,140 16,002

賃借料 50,847 43,378

租税公課 40,239 158,746

支払手数料 68,737 101,602

研究開発費 61,768 －

その他 129,155 193,329

販売費及び一般管理費合計 862,473 947,192

営業利益 273,448 322,339

営業外収益

受取利息 2,176 －

受取配当金 50,370 414

受取手数料 1,128 2,910

その他 7,156 5,712

営業外収益合計 60,832 9,037

営業外費用

支払利息 105,990 103,109

その他 9,646 13,432

営業外費用合計 115,636 116,542

経常利益 218,645 214,834

特別利益

有形固定資産売却益 － 5,068

役員退職慰労引当金戻入額 9,260 －

特別利益合計 9,260 5,068

特別損失

固定資産除売却損 19,316 16,758

減損損失 － 19,637

その他 1,925 －

特別損失合計 21,242 36,395

税引前当期純利益 206,663 183,506

法人税、住民税及び事業税 3,267 3,405

法人税等調整額 － 9,675

法人税等合計 3,267 13,081

当期純利益 203,395 170,424
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,052,850 1,052,850

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,052,850 1,052,850

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △747,366 △543,970

当期変動額

当期純利益 203,395 170,424

土地再評価差額金の取崩 － 1,234

当期変動額合計 203,395 171,659

当期末残高 △543,970 △372,311

自己株式

前期末残高 △3,453 △3,498

当期変動額

自己株式の取得 △45 －

当期変動額合計 △45 －

当期末残高 △3,498 △3,498

株主資本合計

前期末残高 302,030 505,380

当期変動額

当期純利益 203,395 170,424

土地再評価差額金の取崩 － 1,234

自己株式の取得 △45 －

当期変動額合計 203,350 171,659

当期末残高 505,380 677,040

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,212 580

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,792 607

当期変動額合計 1,792 607

当期末残高 580 1,187
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

土地再評価差額金

前期末残高 462,885 462,885

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △1,234

当期変動額合計 － △1,234

当期末残高 462,885 461,650

評価・換算差額等合計

前期末残高 461,672 463,465

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,792 △626

当期変動額合計 1,792 △626

当期末残高 463,465 462,838

純資産合計

前期末残高 763,703 968,845

当期変動額

当期純利益 203,395 170,424

土地再評価差額金の取崩 － 1,234

自己株式の取得 △45 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,792 △626

当期変動額合計 205,142 171,032

当期末残高 968,845 1,139,878
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

 (開示の省略) 

重要な会計方針、重要な会計方針の変更、貸借対照表関係、損益計算書関係、株主資本等変動計算書関係

に関する注記事項等、税効果会計、有価証券、１株当たり情報、企業結合等に関する注記事項につきまして

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

(重要な後発事象)
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